
ラムサール条約第６回締約国会議の記録 

過去の締約国会議の概要 

過去の締約国会議の概要 

第１回締約国会議 
１．期日  １９８０（昭和５５）年１１月２４日～２９日 

２．開催地 イタリア、カリアリ （Ｃａｇｌｉａｒｉ） 

３．議長  ファルチ大使 （Ａｍｂａｓｓａｄｏｒ Ｎ．Ｆａｌｃｈｉ） 

４．参加国及び参加者数 

 締約国２１ヶ国（締約国２７ヶ国のうち） ５６名 

 非締約国１０ヶ国   ２２名 

 国際機関５団体    ６名 

 国際ＮＧＯ５団体   １０名 

 条約事務局   ２３名 

５．会議の主な内容 

 本条約は財政規定がないため独自の資金協力は行えず、地についた活動を行うためにも財政的な背景が必 

要であるとの討議がなされた。 

 フランス代表等より、本条約の締約国が少ないのは、そもそも英語を唯一の正文としていることに問題があり、フ

ランス語及びスペイン語諸国の幅広い参加を募るためには、他のマルチ条約の例のように、フランス・スペイン語

も正文とする必要があるとの意見が表明された。 

６．採択された決議(RES)・勧告(REC)集 

ＲＥＣ．Ｃ．１．１ 本条約締約国数の拡大・地理的適用範囲の拡大について 

ＲＥＣ．Ｃ．１．２ ＬＤＣ援助について 

ＲＥＣ．Ｃ．１．３ 本条約指定湿地の増加について 

ＲＥＣ．Ｃ．１．４ 湿地指定基準について 

ＲＥＣ．Ｃ．１．５ 湿地資源の目録について 

ＲＥＣ．Ｃ．１．６ 環境アセスメントについて 

ＲＥＣ．Ｃ．１．７ 正文言語追加のための条件改正手続きについて 

ＲＥＣ．Ｃ．１．８ 本条約強化のための条約改正手続きについて 

ＲＥＣ．Ｃ．１．９  次回締約国会議開催について 

ＲＥＣ．Ｃ．１．１０   本条約事務局への財政援助について 

ＲＥＣ．Ｃ．１．１１   ラムサール条約・湿地生態系研究について 

第２回締約国会議 
１．期日 １９８４（昭和５９）年５月７日～１２日 

２．開催地 オランダ、フローニンヘン市 （Ｇｒｏｎｉｎｇｅｎ） 

３．議長  ケンネン （Ｄ．Ｊ．Ｋｕｅｎｅｎ） 

４．参加国及び参加者数 

 締約国３２ヶ国（締約国３５ヶ国のうち） ７９名 

 非締約国２０ヶ国   ３３名 

 国際機関・国際ＮＧＯ１１団体  ２９名 

 条約事務局   ２０名 

５．会議の主な内容 

 次の４議題につき討議し、また、これらに関する勧告が採択されたが、会議の最大の焦点は上記（３）の条約改

正問題であった。 

（１）条約実施に関する締約国の経験 

（２）今後の条約実施上の指針となるべきフレーム・ワークと行動計画 

（３）本条約改正問題 

（４）湿地保全に関わる諸問題 
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６．条約改正問題について 

 条約改正問題は、第１回締約国会議で採択された勧告のフォローアップであり、また、本条約が独自の事務局

や財政基盤を欠く「歯のない条約」であり、今後条約目的を促進するためには何らかの形で条約改正を必要とす

る声が強かった。他方、常設事務局や分担金システムの導入はむしろ現行条約の性格や内容を基本的に変更

するものであり、慎重に取り組むべきとの声が多かった。従って、条約改正問題は相当紛糾するものと予想されて

いた。 

 しかしながら、これも予想されてたことではあるが、会議開催時点で条約改正手続きに関する議定書（パリ・プロ

トコール）の受諾国が１５ヶ国にとどまり発効するにいたらなかった。また、慎重論を唱える英国、オーストラリア、カ

ナダ（さらにオブザーバー参加の米国）の根回しもあって、本件については勧告の採択を含め結論を出すことは

避けることとし、会議での検討結果を踏まえて今後引き続き改正案内容を検討した。さらに、次回締約会議に報

告することとなり上記作業を継続するため、オランダを中心とする「タスク・フォース（特別調査委員会）」が設置さ

れることで決着をみた。 

７．採択された決議・勧告等 

ＲＥＣ．Ｃ．２．１  国別報告書の提出について 

ＲＥＣ．Ｃ．２．２   条約改正案の採択方法について 

ＲＥＣ．Ｃ．２．３   条約実施のためのフレームワーク文章について 

ＲＥＣ．Ｃ．２．４   暫定事務局について 

ＲＥＣ．Ｃ．２．５   Ｗａｄｄｅｎ Ｓｅａ全域の湿地指定について 

ＲＥＣ．Ｃ．２．６   サヘル湿地の保護と管理について 

ＲＥＣ．Ｃ．２．７   セネガルのＤｊｏｕｄｊ・ナショナル・バード・パークの保護について 

ＲＥＣ．Ｃ．２．８   モーリタニアのセネガル盆地の川の保護地区の設置について 

ＲＥＣ．Ｃ．２．９   若干国の湿地保護について 

第３回締約国会議 
１．期日  １９８７（昭和６２）年５月２８日～６月３日 

２．開催地 カナダ、レジャイナ （Ｒｅｇｉｎａ，Ｓａｓｋａｔｃｈｅ） 

３．議長  デニス シート （Ｄｅｎｎｉｓ Ｓｈｅｒｒｔ） 

４．参加国及び参加者数 

 締約国３６ヶ国（締約国４３ヶ国のうち） ９６名 

 非締約国２０ヶ国   ２３名 

 国際機関・国際ＮＧＯ３３団体  ５５名 

 条約事務局（カナダ・通訳含）  ４４名 

５．会議の主な内容 

条約の改正 

（１）第６条の改正について：「締約国は必要なときに会議を開催する」を「締約国を設置し、少なくとも３年に１回通

常会合を開催する」と改正した。締約国会議は「湿地の適正な利用等について勧告する。」を、これに加え「その

他の勧告または決議を採択する。」に改正した。また、締約国会議は「会合ごとの手続規則を採択する。財政規 

則を定め次期財政機関の予算を採択する。」に、締約国は「全会一致の議決で採択する分担率に従って予算に

係る分担金を支払う。」に改正した。このように、本会議において、締約国からの分担金制度を決めた。 

（２）第７条の改正について：「勧告は締約国の単純過半数による議決で採択する。」を「勧告、決議及び決定は、

締約国の単純過半数による議決で採択する。」に改正した。 

６．採択された決議・勧告等 

ＲＥＳ． 事務局に関する事項の決議 

ＲＥＳ． 財政及び予算に関する事項の決議 

ＲＥＳ． 常設委員会に関する事項の決議 

ＲＥＳ． 条約改正の暫定的な履行に関する決議 
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ＲＥＣ．Ｃ．３．１   国際的に重要な湿地を特定するためのクライテリア及び利用のためのガイドラインについて 

ＲＥＣ．Ｃ．３．２  渡り鳥の飛行ルートに関する更なる研究の必要性について 

ＲＥＣ．Ｃ．３．３   湿地のワイズユースについて 

ＲＥＣ．Ｃ．３．４   湿地に関して開発組織が負う責任について 

ＲＥＣ．Ｃ．３．５   開発組織についての事務局の役割について 

ＲＥＣ．Ｃ．３．６   アフリカ諸国の更なる締約国加入について 

ＲＥＣ．Ｃ．３．７   中央アメリカ、西インド諸島、南アメリカ諸国の更なる締約国加入について 

ＲＥＣ．Ｃ．３．８  Ａｚｒａｇラムサール・登録湿地の保護について 

ＲＥＣ．Ｃ．３．９  ラムサール・登録湿地の保護について 

ＲＥＣ．Ｃ．３．１０   アジア及び環太平洋諸国の更なる締約国加入について 

第４回締約国会議 
１．期日  １９９０（平成２）年６月２７日～７月４日 

２．開催地 スイス、モントルー （Ｍｏｎｔｒｅｕｘ） 

３．議長  ピエール ゴエルディン （Ｐｉｅｒｒ Ｇｏｅｌｄｉｎ） 

４．参加国及び参加者数 

 締約国５６ヶ国（締約国６９ヶ国のうち） １７７名 

 非締約国２３ヶ国    ３０名 

 国際機関１２団体    ２３名 

 国際ＮＧＯ１５団体    ７１名 

 国内機関１４ヶ国３３団体   ４６名 

 報道機関     １１名 

 条約事務局    ４６名 

５．会議の主な内容 

 会議では、「モニタリング手続き」と「ワイズユース（賢明な利用）」に議論が集中した。特に登録、指定した湿地の

現状をどのように把握し、以下の必要な保護・管理手法を施すかが議論された。 

 湿地はいずれの国においても人々の生活圏と隣接し、常に強いインパクトにさらされており、とりわけ湿地はイン

パクトに弱い自然といわれるだけに「モニタリング手続き」は緊急かつ重要な課題であると論議が集中した。 

 もう一つの提案「ワイズユース」は、近年注目されている地球規模での気候変動において、湿地の果たす役割と

いう切り口から注目された。湿地は単に水鳥やその他の野生生物に生息地を提供するだけにとどまらない。気候

の調整や大気、水系の浄化、さらに人々が生活に必要な自然資源を獲得する場にもなっている。また、湿地には、

私たちの環境変容をいち早く把握する一種の指標としての役割があることも強調された。 

 東南アジアやアフリカからは、経済的自然資源としての湿地、例えばマングローブ材や魚類資源を獲得する対

象として認め、継続的、かつ安定した状態で資源を確保するための施策の必要性が強調された。また、野生生物

及び生態系の保護区域として、さらに人々のレクリエーション・エリアとして湿地を健全に活用し、維持するための

保護・管理施策について討議された。 

６．採択された決議・勧告等 

ＲＥＳ．Ｃ．４．１  条約第１０条の２、第６項の解釈についての決議 

ＲＥＳ．Ｃ．４．２  締約国会議の使用言語についての決議 

ＲＥＳ．Ｃ．４．３  湿地保全基金についての決議 

「湿地保全基金」の設置（基金は事務局が管理し、常設委員会の承認を得て開発途上国 

の援助に運用する。財源は任意の拠出とし、当面は年間１万フランとする。 

ＲＥＳ．Ｃ．４．４  条約第５条の履行についての決議 

ＲＥＳ．Ｃ．４．５   締約国の加入の要求についての決議 

ＲＥＣ．Ｃ．４．１  湿地の復元について 

ＲＥＣ．Ｃ．４．２   国際的に重要な湿地を特定するためのクライテリアについて 

ＲＥＣ．Ｃ．４．３   国別報告書について 
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ＲＥＣ．Ｃ．４．４   湿地保護区の設置について 

ＲＥＣ．Ｃ．４．５   教育とトレーニングについて 

ＲＥＣ．Ｃ．４．６   ラムサール条約指定地としての可能性のある湿地に関する科学的な目録 

ＲＥＣ．Ｃ．４．７  ラムサール条約の実施の改善のための措置について 

ＲＥＣ．Ｃ．４．８   ラムサール条約登録湿地の生態学的特徴の変化についての勧告について 

ＲＥＣ．Ｃ．４．９  締約国ごとのラムサール条約登録湿地について（各論） 

ＲＥＣ．Ｃ．４．１０  ワイズユースコンセプト実行のためのガイドライン 

ＲＥＣ．Ｃ．４．１１  国際機関との協力について 

ＲＥＣ．Ｃ．４．１２   渡りをする種（野鳥）管理のための締約国間の協力について 

ＲＥＣ．Ｃ．４．１３   湿地に関するＭＤＢｓ（多国参加の開発銀行）の責任 

ＲＥＣ．Ｃ．４．１４   ホストに対する謝意について 

第５回締約国会議 
１．期日  １９９３（平成５）年６月９日～１６日 

２．開催地 日本、釧路市 

３．議長  佐藤大七郎・東京大学名誉教授 

４．参加国及び参加者数 

 締約国７２ヶ国（締約国７７ヶ国のうち）３４３名(日本１７１名を含む) 

 非締約国２３ヶ国    ３２名 

 国際機関７団体     ７名 

 国際ＮＧＯ１４団体    ５１名 

 海外ＮＧＯ(一国内のみのもの) １６団体  ３９名 

 地方自治体４０団体   １２４名 

 日本国内ＮＧＯ７２団体  ２９５名 

 条約事務局    ５３名 

 報道機関７６機関   ２７３名 

５．会議の主な内容 

 最初の２日間が全体会合で、条約の履行状況、世界各国の湿地の保全状況、事務局の活動状況、今後３年間

の事業計画および予算等について議論を行った。 

 次の２日間は分科会に別れて、①登録湿地の現状（各国の登録湿地の現状等）、②湿地の賢明な利用（ワイズ

ユース）（ワイズユースのための追加手引きの策定等）、③湿地保護区の設置（保護区の管理計画策定等）、④湿

地保全のための国際協力（ＯＤＡへの湿地保全概念の導入等）の４テーマについて議論が行われた。 

  ７日目には、「ジャパン・デー」と称して、わが国の湿地保全の状況、および湿地に関する調査研究等が各国に

紹介され、最終日に９の決議と１５の勧告を採択して閉幕した。 

 決議５.1では、ラムサール条約の当面の課題を示した「釧路声明」を採択し、その中では、①湿地の保全と管理

の推進、②湿地の賢明な利用の推進、③国際協力の推進、④条約に関する普及啓発の推進、についての目標

が示された。 

６．採択された決議・勧告等 

ＲＥＳ．５．１  釧路声明および条約の執行のための枠組みに関する決議 

ＲＥＳ．５．２  財政および予算に関する決議 

ＲＥＳ．５．３  国際的に重要な湿地の登録簿への湿地の最初の登録手続き 

ＲＥＳ．５．４  生態学的特徴がすでに変化しており、変化しつつありまたは変化するおそれがあるラムサー

ル登録湿地の記録(｢モントルーレコード｣) 

ＲＥＳ．５．５  科学技術検討委員会の設立 

ＲＥＳ．５．６  湿地の賢明な利用 

ＲＥＳ．５．７  ラムサール登録湿地とその他の湿地のための管理計画 

ＲＥＳ．５．８  ラムサール湿地保全基金の将来における資金調達と運用 

ＲＥＳ．５．９  国際的に重要な湿地を特定するためのラムサール基準の採択 
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ＲＥＣ．５．１  特定の締約国の領域内におけるラムサール登録湿地 

ＲＥＣ．５．１．１ ギリシャのラムサール登録湿地 

ＲＥＣ．５．１．２ ベネズエラのクアレ 

ＲＥＣ．５．１．３ ドナウ川下流域 

ＲＥＣ．５．２  条文第３条の解釈のための指針(｢生態学的特徴および生態学的特徴の変化｣) 

ＲＥＣ．５．３  湿地の重要な特徴および湿地の保護区に関する区域分けの必要性 

ＲＥＣ．５．４  ラムサール条約と地球環境ファシリティーおよび生物多様性条約との関わり 

ＲＥＣ．５．５  多国間および二国間の開発協力プログラムへの湿地の保全と賢明な利用の組み込み 

ＲＥＣ．５．６  ラムサール条約における非政府組織(ＮＧＯ)の役割 

ＲＥＣ．５．７  国内委員会 

ＲＥＣ．５．８  湿地保護区で湿地の価値の普及啓発を促進する方法 

ＲＥＣ．５．９  魚類の生息地として国際的に重要な湿地に関するラムサール指針の設定 

ＲＥＣ．５．１０ １９９６年の２５周年記念湿地キャンペーン 

ＲＥＣ．５．１１ スイスの新事務局 

ＲＥＣ．５．１２ 開催国への感謝 

ＲＥＣ．５．１３ 中南米地域におけるラムサール条約の推進と強化 

ＲＥＣ．５．１４ 地中海地域の湿地に関する協力 

ＲＥＣ．５．１５ 締約国の会合における使用言語 
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